
福岡県介護保険広域連合における行政処分等の実施に関する基準  

 

（目的）  

第１条  この基準は、介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３号）に規

定する勧告、命令、指定の全部又は一部の効力の停止及び指定の取消し（以下

「行政処分等」という。）等を行う場合の事務手続きを明確にし、行政処分等

の手続きの公平性を確保するとともに透明性の向上を図り、指定地域密着型サ

ービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型介護予防サービス事

業者、指定介護予防支援事業者、第一号通所事業者及び第一号訪問事業者（以

下「サービス事業者等」という。）に対して、この基準に従い行政処分等を行

うことにより、給付適正化を厳格に推進するとともに、利用者保護に資するこ

とを目的とする。  

（行政処分等の是非）  

第２条  介護保険法に基づき実地検査を行った場合は、その結果の内容を精査し

たうえ、別紙１もしくは別紙２の基準に従い行政処分等の是非を判断すること

とする。なお、高齢者虐待等に係る実地検査を行った場合は、実地検査の結果

及び市町村で実施された虐待ケース会議の結果を照らし合わせたうえで個別

に判断することとする。  

（行政処分等の種別ごとの運用等）  

第３条  第２条の手法により、行政処分等をすることが適当であると判断した場

合は、行政処分等の種別ごとに、以下のとおり運用することとする。  

⑴  改善勧告  

  改善勧告をサービス事業者等に行う際は、基準を遵守すべきことを勧告し、

期限を定め文書により改善結果の報告を求めることとする。福岡県介護保険

広域連合が改善結果の報告を受けた際に、改善状況を確認することが必要だ

と判断した場合は、実地指導等により確認することができることとする。勧

告を受けたサービス事業者等において、期限内にこれに従わなかった場合は、

その旨を公表することができるものとする。  

⑵  改善命令  

   改善勧告を受けたサービス事業者等が正当な理由なく、その勧告に係る措

置を取らなかった場合で必要があると認めるときは、期限を定めて、その勧



告に係る措置をとるよう命じることができる。広域連合長は、改善命令を行

ったときは、その旨を公示し当該情報を公表することとする。   

⑶  指定の全部又は一部の効力の停止もしくは指定の取消  

  改善命令を受けたサービス事業者等が正当な理由なく、定められた期限内

にその命令に係る措置を取らなかった場合は、その状況を精査し期間を定め

て指定の全部又は一部の効力の停止もしくは指定の取消を行うことができ

るものとする。広域連合長は、指定の全部又は一部の効力の停止もしくは指

定の取消を行ったときは、その旨を公示し当該情報を公表することとする。 

（行政処分等の手続き）  

第４条  行政処分等の手続きは、次に掲げる各号により実施する。  

⑴  趣旨  

広域連合長が行政処分等を行うときは、この基準、行政手続法（平成５年

１１月１２日法律第８８号）、福岡県介護保険広域連合行政手続条例（平成

１９年７月２６日条例第１２号）並びに福岡県介護保険広域連合聴聞及び弁

明の機会の付与に関する規則（平成１９年７月２６日規則第１０号）の規定

により行う。  

⑵  手続きの開始  

   広域連合長は、介護報酬の不正請求、不適切なサービスの提供等がみとめ

られたとき、もしくは、その他広域連合長が必要と認めるときは、行政処分

等の手続きを開始し、その事案の調査結果の内容を記載した監査調書等を作

成する。  

⑶  聴聞及び弁明の機会の付与  

   行政処分等を行うときは、次のいずれかの方法によりサービス事業者等の

意見陳述の機会を設けることとする。  

ア  指定の全部又は一部の効力の停止もしくは指定の取消を行うときは、聴

聞を行う。  

イ  上記以外の場合においては、必要に応じ弁明の機会を設ける。ただし、

公益上、緊急に不利益処分をする必要がある場合や、課される義務の内容

が著しく軽微なものであるため名宛人となるべき者の意見をあらかじめ

聴くことを要しないものとして行政手続法施行令（平成６年８月５日政令

第２６５号）で定める処分をしようとするときは、この規定は適用しない。  



⑷  聴聞  

   聴聞は、福岡県介護保険広域連合行政手続条例第１９条により選任された

ものが主宰し、聴聞を行うにあたっては、福岡県介護保険広域連合行政手続

条例並びに福岡県介護保険広域連合聴聞及び弁明の機会の付与に関する規

則に基づき行う。  

⑸  弁明  

   弁明は、当事者が弁明を記載した書面を提出して行うものとする。弁明の

機会を設けるときは、弁明書の提出期限の２週間前までに、当事者に対し弁

明の機会の付与通知書を交付し行う。弁明の機会を付与するにあたっては、

福岡県介護保険広域連合行政手続条例並びに福岡県介護保険広域連合聴聞

及び弁明の機会の付与に関する規則に基づき行う。  

（行政処分等の決定）  

第５条  行政処分等の決定に当たっては、聴聞の結果又は弁明書の内容を十分に

考慮したうえ、行うこととする。行政処分等を行うことを決定したときは、サ

ービス事業者等に対し行政処分等の内容、根拠条項及び行政処分等を行う理由

を明記した行政処分通知書を交付する。  

（審査請求の制限）  

第６条  行政手続法第２７条により、聴聞の規定に基づく処分については、審査

請求をすることができない。  

（関係機関への通知）  

第７条  広域連合長は、指定の全部又は一部の効力の停止もしくは指定の取消を

行ったときは、厚生労働省、福岡県、関係市町村及び福岡県国民健康保険団体

連合会等に通知する。  

  



 

 

  

①不正請求等による行政処分等基準 別紙1

Ⅰ　利用者被害・公益侵害の程度 基準値 点数 採点 備考

（１）違法行為 架空請求 4点

水増請求 3点

加算要件不備・減算についての不正請求 1点

（２）金額
不正若しくは過失による請求額が事業所の年間収入（介護報
酬＋利用者負担額）に占める割合が大きい

概ね10％以上 2点

不正若しくは過失による請求額が事業所の年間収入（介護報
酬＋利用者負担額）に占める割合が小さい

概ね10％未満 1点

Ⅱ　故意性 基準値 点数 採点 備考

（１）故意性 故意又は重大な過失に基づく行為 2点

軽過失に基づく行為 1点

いずれでもない、判定不能 0点

Ⅲ　不正行為の継続性 基準値 点数 採点 備考

（１）継続性 不正行為の継続が特に長い 2年以上 3点

不正行為の継続が長い 1年以上2年未満 2点

不正行為の継続が中程度 3ヶ月以上1年未満 1点

不正行為の継続が短い 3ヶ月未満 0点

Ⅳ　組織体質 基準値 点数 採点 備考

（１）組織関与 役員等が実行又は関与（指示）していた 3点

役員等が不正行為を認識しながら黙認していた 1点

役員等が実行又は関与していない 0点

Ⅴ　改善可能性 基準値 点数 採点 備考

（１）対処姿勢 監査時に、虚偽報告、虚偽答弁の事実が認められた 3点

監査時以外に、虚偽報告や答弁、検査の忌避や隠蔽などが
あった

2点

速やかな報告・改善措置はなかったものの、虚偽報告・答弁
や忌避・隠蔽はない

1点

事業所として不正行為の事実を知り得た時点で速やかに報告
又は改善措置を取った

0点

（２）過去履歴
過去5年間に、同一の不正行為について、命令又は指定の効
力停止処分を受けている

3点

過去5年間に、不正行為を主導した者が他の事業所で不正行
為を主導したことがあり、その事業所が当該不正行為により行
政処分を受けている

1点

過去5年間に、同一の不正行為について行政指導（勧告含
む）を受けている

2点

過去5年間に、監査まではいかないものの、実地指導等により
同一の不正行為について自主返還をしたことがある

1点

過去5年間に、別の不正行為について、命令又は指定の効力
停止処分を受けている

2点

合計 0点

2点以下 勧告までに至らない改善報告書の提出
3点～5点 改善勧告
6点～7点 効力停止（一部1～6カ月）
8点～9点 効力停止（全部1～6カ月）
10点以上 取消

※複数に当てはまる場合は
高いものとする



 

 

②不正の手段（虚偽申請）による行政処分等基準 別紙2

Ⅰ　利用者被害・公益侵害の程度 基準値 点数 採点 備考

（１）申請の瑕疵
明らかに勤務できない者の名義を使用して指定申請を行うな
ど、申請に重大明白な瑕疵があった

3点

指定申請時の勤務予定者が勤務できなくなったが、申請の変
更を行わず、そのまま指定を受けた

1点

（２）問題の解消 事業開始後も人員基準違反等の状態が継続していた 1点

事業開始時点では人員基準違反等の状態が解消されていた 0点

Ⅱ　故意性 基準値 点数 採点 備考
（１）故意性 故意又は重大な過失に基づく行為 2点

軽過失に基づく行為 1点
いずれでもない、判定不能 0点

Ⅲ　組織体質 基準値 点数 採点 備考
（１）組織関与 役員等が実行又は関与（指示）していた 3点

役員等が不正行為を認識しながら黙認していた 1点
役員等が実行又は関与していない 0点

Ⅳ　改善可能性 基準値 点数 採点 備考
（１）対処姿勢 監査時に、虚偽報告、虚偽答弁の事実が認められた 3点

監査時以外に、虚偽報告や答弁、検査の忌避や隠蔽などが
あった

2点

速やかな報告・改善措置はなかったものの、虚偽報告・答弁
や忌避・隠蔽はない

1点

事業所として不正行為の事実を知り得た時点で速やかに報告
又は改善措置を取った

0点

（２）過去履歴
過去5年間に、同一の不正行為について、命令又は指定の効
力停止処分を受けている

3点

過去5年間に、不正行為を主導した者が他の事業所で不正行
為を主導したことがあり、その事業所が当該不正行為により行
政処分を受けている

1点

過去5年間に、同一の不正行為について行政指導（勧告含
む）を受けている

2点

過去5年間に、監査まではいかないものの、実地指導等により
同一の不正行為について自主返還をしたことがある

1点

過去5年間に、別の不正行為について、命令又は指定の効力
停止処分を受けている

2点

Ⅴ　不正請求の併発 基準値 点数 採点 備考
（１）違法行為 架空請求 4点

水増請求 3点
加算要件不備・減算についての不正請求 1点

（２）金額
不正請求額が事業所の年間収入（介護報酬＋利用者負担
額）に占める割合が大きい

概ね10％以上 2点

不正請求額が事業所の年間収入（介護報酬＋利用者負担
額）に占める割合が小さい

概ね10％未満 1点

Ⅵ　不正行為の継続性 基準値 点数 採点 備考
（１）継続性 不正行為の継続が特に長い 3年以上 3点

不正行為の継続が長い 1年以上3年未満 2点
不正行為の継続が中程度 3ヶ月以上1年未満 1点
不正行為の継続が短い 3ヶ月未満 0点

合計 0点

3点以下 勧告までに至らない改善報告書の提出
4点～6点 改善勧告
7点～8点 効力停止（一部1～6カ月）
9点～10点 効力停止（全部1～6カ月）
11点以上 取消

※複数に当てはまる場合は
高いものとする


